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               第１章 総     則 

 

（目 的） 

第１条   この業務方法書は、公益社団法人愛知県園芸振興基金協会定款（以下「定款」

という。）に基づき、公益社団法人愛知県園芸振興基金協会（以下「協会」とい

う。）の野菜価格安定対策事業に係る業務の方法についての基本的事項を定め、も

ってその業務の適正な運営に資するものとする。 

（業務運営の方針） 

第２条  協会は、その行う業務の公共的重要性にかんがみ、行政庁、その他関係機関と

の密接な連絡の下に、その業務を公正かつ能率的に運営するものとする。 

（業 務） 

第３条  協会は、野菜価格安定対策費補助金交付等要綱（令和４年４月１日付け３農産

第3943号農林水産事務次官依命通知。以下「実施等要綱」という。）、独立行政

法人農畜産業振興機構業務方法書（平成15年10月 2日農林水産省指令15生産第4153

号）及び特定野菜等供給産地育成価格差補給助成金交付要綱（平成15年10月 1日付

け農畜機第61号）の定めるところにより、愛知県知事が選定した産地で生産された

野菜の価格の著しい低落があった場合に、その低落が生産者の経営に及ぼす影響を

緩和するため、実施要領第３の３の（３）に規定する共同出荷組織に、その出荷を

委託した対象野菜（共同出荷組織の構成員となっている出荷団体に委託したものを

含む。）の生産者に補給金を交付するため価格差補給交付金を交付する事業、及び

実施要領第３の３の（４）に規定する相当規模生産者であって対象野菜を出荷した

ものに価格差補給金を交付する事業（以下「特定野菜等供給産地育成価格差補給事

業」という。）を行う。 

 

             第２章 価格差補給交付金等の交付 

 

 （用語の定義） 

第４条  この章において、次の各号に掲げる用語の定義は、それぞれ当該各号に定める

ところによる。 

     （1）対象市場群    中央卸売市場及び地方卸売市場並びに卸売市場以外の野菜の

販売施設で、一の地方ごとに細則で定めるものをいう。 

  （2）対象出荷期間   前条に規定する共同出荷組織に対する価格差補給交付金及び

相当規模生産者に対する価格差補給金（以下「価格差補給交付

金等」という。）の交付の業務の対象となる対象野菜の出荷期

間の区分として、対象野菜ごとに細則で定める期間をいう。 
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       （3）業務対象年間   価格差補給交付金等の交付の業務に関し、協会が共同出荷組

織又は相当規模生産者（以下「共同出荷組織等」という。）と

の間に締結する契約の対象期間として、第５条に規定する業務

区分（以下「業務区分」という。）ごとに細則で定める期間を

いう。 

  （4）平均販売価額   共同出荷組織等が、当該対象出荷期間に当該対象市場群に出

荷した当該対象野菜の旬別（たまねぎ、ばれいしょ及びさとい

もにあっては月別）の加重平均販売価額をいう。 

      （5）保証基準額    対象野菜の対象市場群における平均販売価額がその額を下回

った場合に、対象野菜出荷者に対して価格差補給交付金等が交

付されることとなる価額として、業務区分ごとに細則で定める

額をいう。 

  （6）最低基準額    対象野菜の対象市場群における平均販売価額がその額を下回

った場合には、その額を平均販売価額として価格差補給交付金

等が交付されることとなる価額として、業務区分ごとに細則で

定める額をいう。 

  （7）資金造成単価   業務対象年間における価格差補給交付金等の交付に充てるた

めに必要な対象野菜１キログラム当たりの資金として業務区分

ごとに細則で定める額をいう。 

  （8）対象野菜     業務の対象とする野菜は、交付等要綱別記４第３の２の

（１）のイに規定する指定野菜（以下「指定野菜」とい

う。）、交付等要綱別記４第３の２の（１）のアに規定する特

定野菜（以下「特定野菜」という。）であって、指定野菜にあ

っては独立行政法人農畜産業振興機構が定める規格に、同機構

が規格を定めていない特定野菜にあっては細則で定める規格に

それぞれ適合するものとする。 

  （9）特例申込み４５  特定野菜について、最低基準額の11分の９に相当する額を最

低基準額とみなして価格差補給交付金等の交付を受けるべき旨

の共同出荷組織等からの申込みをいう。 

  （10）特例申込み５０ 特定野菜については最低基準額の11分の10、指定野菜につい

ては最低基準額の６分の５に相当する額を最低基準額とみなし

て価格差補給交付金等の交付を受けるべき旨の共同出荷組織等

からの申込みをいう。 

      （11）特例申込み５５ 指定野菜について、最低基準額の12分の11に相当する額を最

低基準額とみなして価格差補給交付金等の交付を受けるべき旨

の共同出荷組織等からの申込みをいう。 

    （12）特例申込み６０ 特定野菜について、最低基準額の11分の12に相当する額を最

低基準額とみなして価格差補給交付金等の交付を受けるべき旨

の共同出荷組織等からの申込みをいう。 
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  （13）特例申込み６５ 指定野菜について、最低基準額の12分の13に相当する額を最

低基準額とみなして価格差補給交付金等の交付を受けるべき旨

の共同出荷組織等からの申込みをいう。 

 

  （14）特例申込み７０ 指定野菜について、最低基準額の６分の７に相当する額を最

低基準額とみなして価格差補給交付金等の交付を受けるべき旨

の共同出荷組織等からの申込みをいう。 

（業務区分） 

第５条  第３条の価格差補給交付金等の交付の業務は、対象野菜ごと、対象市場群ごと

及び対象出荷期間ごとに、区分して行うものとし、それぞれの業務区分は細則で定

める。 

（業務対象年間の短縮） 

第６条  協会は、業務対象年間において、価格差補給交付金等に充てるための資金が著

しく減少したことにより業務を行うことが困難と認められる場合、共同出荷組織等

と交付予約数量の適正化を図る必要がある場合、農業保険法に基づく農業経営収入

保険事業の実施に伴い必要があると思われる場合、その他やむを得ない場合には、

愛知県知事の承認を得て業務対象年間を短縮することができる。 

（価格差補給交付金等の交付に関する申込み） 

第７条  共同出荷組織等は、細則で定める業務区分ごと及び業務対象年間ごとに、価格

差補給交付金等の交付を受けるべき旨をその価格差補給交付金等の交付を受けよう

とする最初の年の対象出荷期間の開始前において、細則で定める期日までに細則で

定める申込書により申込むものとする。この場合において、共同出荷組織等は細則

で定める別表（特定野菜）に掲げる特例申込み４５、特例申込み５０又は特例申込

み６０の締結を申込むことができるものとする。また、共同出荷組織等は細則で定

める別表（指定野菜）に掲げる特例申込み５０、特例申込み５５、特例申込み６５

又は特例申込み７０の締結を申込むことができるものとする。ただし、協会として

定める最低基準額は、細則で定める別表（特定野菜）及び別表（指定野菜）ごと

に、特例申込みを含め１業務区分につき１つとする。 

  ２  協会は、前項の規定により申込みを承諾したときは、遅滞なく、その旨を当該

共同出荷組織等に通知するものとする。 

（負担金） 

第８条  協会は、前条の規定により共同出荷組織等に通知したときは、当該共同出荷組

織等に負担金を負担させるものとする。 

  ２  前項の負担金の金額は、業務区分ごとに、次の各号に定める金額とする。 

     ただし、当該業務対象年間の直前の業務対象年間において交付準備金に残額が

あった業務区分について、負担金を納入した共同出荷組織等に係る負担金の額につ

いては、会長は次の各号により算定した額からその額を控除した額とすることがで

きる。 

 (1) 指定野菜供給産地育成価格差補給事業（以下「指定野菜事業」という。）に
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あっては、資金造成単価に前条第１項の申込書に記載した交付予約数量を乗じ

て得た額に、100 分の25を乗じて得た額 

   (2) 特定野菜供給産地育成価格差補給事業（以下「特定野菜事業」という。）にあ

っては、資金造成単価に前条第１項の申込書に記載した交付予約数量を乗じて

得た額に、３分の１を乗じて得た額。ただし、特定野菜のうち、生産局長が別

に定める野菜については、４分の１を乗じて得た額 

  ３   負担金の納入期限は、細則に定める日とする。 

  ４   協会は、第１項の規定により対象野菜出荷者に負担金を負担させるときは、当

該共同出荷組織等に細則で定める納入通知書を送付するものとする。 

（交付予約数量の増加） 

第９条  第７条第２項の規定により通知を受けた共同出荷組織等は、細則で定める申込

書を提出してその通知に係る同条第１項の申込書に記載した交付予約数量の増加を

申込むことができる。 

  ２  前２条の規定は前項の申込みについて準用する。この場合において、第７条第

１項中「価格差補給交付金等の交付を受けるべき旨をその価格差補給交付金等の交

付を受けようとする最初の年」とあるのは、「第９条第１項の規定により増加の申

込みをした交付予約数量の増加分について価格差補給交付金等の交付を受けようと

する最初の年」と、前条第２項中「前条第１項の申込書に記載した交付予約数量」

とあるのは「第９条第２項において準用する前条第１項の申込書に記載した交付予

約数量の増加分」と読み替えるものとする。 

（交付予約数量の減少） 

第９条の２ 第７条第２項の規定により通知を受けた共同出荷組織等は、農業保険法(昭

和22年法律１８５号)第１７７条に規定する農業経営収入保険（以下「収入保

険」という。）の保険関係が成立した、又は成立する見込みである場合におい

て、細則で定める申込書を提出してその通知に係る交付予約数量の減少を申し

込むことができる。 

  ２ 第７条の規定は前項の申込みについて準用する。 

（交付予約数量の解約） 

第９条の３ 第７条第２項の規定により通知を受けた共同出荷組織等は、収入保険の保険

関係が成立した、又は成立する見込みである場合において、細則で定める申込

書を提出してその通知に係る交付予約の解約を申し込むことができる。 

  ２ 第７条の規定は前項の申込みについて準用する。 

 

（延滞金） 

第10条  協会は、共同出荷組織等が負担金をその納入期限の日までに支払わない場合

は、当該納入期限の日から、その納入を終了する日の前日までの日数により年利 

14.5％の割合で計算した延滞金を徴するものとする。 

     ただし、その金額が 1,000円に満たない額であるときは、その徴収を免除する

ことができる。 
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（負担金の相殺の禁止） 

第11条  共同出荷組織等は、協会に納入すべき負担金につき、相殺をもって協会に対抗

することはできない。 

（負担金の返戻） 

第12条 協会は、業務対象年間の期間内においては、当該業務区分に係る負担金を共同出

荷組織等に対し返戻しないものとする。 

  ２ 業務対象年間の終了又は第６条で行う短縮に伴い新たに開始する業務対象年間に

係る交付予約数量がその直前の業務対象年間に係る交付予約数量を下回っている場

合、又は第９条の２、第９条の３規定による交付予約の減少又は解約が成立した場

合等において、共同出荷組織等から負担金として納入された金銭を返戻することが

できるものとする。 

（価格差補給交付金等を交付する場合） 

第13条 価格差補給交付金等の交付は、業務区分ごとに、第７条第１項の規定による申込

みをした共同出荷組織等が、生産者の委託を受けて、又は直接に当該対象出荷期間

に当該対象市場群に出荷した当該対象野菜の平均販売価額が保証基準額を下回った

場合に、共同出荷組織等に対して行うものとする。 

  ２  平均販売価額の算定に当たっては、毎月１日から10日まで、11日から20日まで

及び 21日から31日( その月の末日が28日である月については28日、その月の末日

が29日である月については29日、その月の末日が30日である月については30日）ま

でそれぞれ１旬として計算するものとする。 

     ただし、対象出荷期間の旬別の日数が７日未満の旬については、その旬の日数

を当該対象出荷期間内のその旬と接続している旬に加えるものとする。 

（価格差補給交付金等の金額） 

第14条  対象野菜についての価格差補給交付金等の金額は、業務区分ごと共同出荷組織

等ごとに価格差補給交付金等の単価に、当該共同出荷組織等が、生産者の委託を受

けて、又は直接に当該旬別の価格差補給交付金等の単価に対応する期間に当該対象

市場群に出荷した当該対象野菜の数量から細則で定める価格差補給交付金等の交付

の対象としない数量を除いた数量（その数量が、その数量を当該対象出荷期間に当

該対象市場群に出荷した当該対象野菜の数量で除して得た数値に当該共同出荷組織

等に係る交付予約数量を乗じて得た数量を上回る場合には、当該乗じて得た数量）

を乗じて得た金額の合計額とする。 

  ２  前項の旬別の価格差補給交付金等単価は、業務区分ごとに、保証基準額から平

均販売価額（平均販売価額が最低基準額を下回ったときは、当該最低基準額）を差

し引いて得た額に10分の８を乗じて得た額とする。 

     ただし、その額が資金造成単価を上回った時は、旬別補給交付金単価は資金造

成単価と同額とする。 

（出荷数量及び販売数量の認定） 

第15条 協会は、対象市場群の卸売業者の仕切書若しくは買付計算書等を基礎として、前

２条の場合における対象野菜の出荷数量及び販売価額を認定するものとする。 



7 

（平均販売価額の通知） 

第16条 協会は、業務区分ごとに、当該対象出荷期間の終了後遅滞なく、平均販売価額及

び価格差補給交付金等を算定し、関係共同出荷組織等及び愛知県知事に通知するも

のとする。 

（価格差補給交付金等の交付申請） 

第17条  対象野菜出荷者は、価格差補給交付金等の交付を受けようとするときは、前条

の通知を受けた日から２週間以内に協会に細則で定める交付申請書を提出するもの

とする。 

（価格差補給交付金等の一部交付等） 

第18条 協会は、共同出荷組織等が次の各号の一に該当する場合には、価格差補給交付金

等の全部若しくは一部を交付せず、又は既に交付した価格差補給交付金等の全部若

しくは一部を返還させることができる。 

  （1）故意又は過失により細則で定める申込書、交付申請書又は報告書等に不実の記載

をしたとき。 

  （2）正当な理由なくして負担金又は分担金等の納入を怠ったとき。 

  （3）仕切書等の改ざんを行い、又は行わせたとき。 

    （4）交付を受けた価格差補給交付金等について、補給金の交付を怠ったとき。 

    （5）第24条の規定により報告を求められた場合において、その報告を怠り、又は故意

又は過失により不実の報告をしたとき。 

  ２ 前項の返還金について納付を命じられたものは、第３条に掲げる規程その他の規

程（以下、「関係規程」という。）の定めるところにより、交付金受領の日から納

付の日までの日数に応じて算定された加算金を合わせて納付しなければならない。 

    また、この加算金納付が遅延した場合においては、関係規程の定めるところによ

り遅延金も納付しなければならない。 

 （価格差補給金等の交付） 

第19条  共同出荷組織は、価格差補給交付金の交付を受けたときは、速やかに、その交

付を受けた価格差補給交付金の金額に相当する金額を第13条第１項の委託に係る生

産者に対して（生産者の直接の委託以外の委託があるときは、順次当該委託をした

者を通じて生産者に対して）、その委託に係る対象野菜の数量を基礎として、補給

金を交付しなければならない。 

  ２  共同出荷組織は、補給金の交付を終了したときは、遅滞なく、細則で定める報

告書により、その交付の結果を協会に報告しなければならない。 

  ３  相当規模生産者は、補給金を受領したときは、遅滞なく、細則で定める報告書

により協会に報告しなければならない。 

 （価格差補給交付金等の削減） 

第20条 協会は、業務区分ごとに、価格差補給交付金等の額が細則で定める別表の資金造

成単価の欄に掲げる額に当該交付予約数量を乗じて得た額（既に価格差補給交付金

等を交付した場合にあっては、この額からその交付した価格差補給交付金等の合計

額を差し引いて得た額）を超えるときは、価格差補給交付金等の金額から当該超え
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る額を削減するものとする。 

  ２ 協会は、共同出荷組織等と特例申込み４５、特例申込み５０又は特例申込み５５

の契約を行っている場合であって、当該対象出荷期間中において、当該共同出荷組

織が生産者の委託を受けて、又は当該相当規模生産者が直接に、対象市場群に出荷

した当該対象野菜の数量が、業務区分ごとに、愛知県知事の承認を受けた供給計画

の出荷数量との差の数量の当該供給計画に対する割合が５分の１以上である場合に

は、価格差補給交付金等の単価については、次の各号の額を上回ることができな

い。 

  （1）特定野菜事業において、特例申込み４５の締結を行っている場合にあっては細則

で定める別表（特定野菜）の資金造成単価の７分の５、特例申込み５０の締結を行

っている場合にあっては細則で定める別表（特定野菜）の資金造成単価の６分の５ 

  （2）指定野菜事業において、特例申込み５０の締結を行っている場合にあっては細則

で定める別表（指定野菜）の資金造成単価の４分の３（キャベツ、秋冬だいこん、

たまねぎ又は秋冬はくさいの場合はこの単価の８分の７）、特例申込み５５の締結

を行っている場合にあっては細則で定める別表（指定野菜）の資金造成単価の７分

の６（キャベツ、秋冬だいこん、たまねぎ又は秋冬はくさいを除く。） 

 

               第３章 資金の管理 

 

（交付準備金） 

第21条 協会は、業務区分ごとに、第８条第１項の規定により共同出荷組織等から徴する

負担金及び愛知県から価格差補給交付金等の交付に充てることを条件として交付さ

れた金銭を交付準備金として積み立てるものとする。 

（資金の管理） 

第22条 資金は、業務区分ごとの勘定に区分して経理するものとする。 

  ２ 業務区分ごとの勘定においては、業務区分ごとに共同出荷組織等の納付した負担

金、価格差補給交付金等に充てるものとして受け入れた金銭を経理する。 

（積立金の交付準備金への繰り入れ条件） 

第23条  財務規定で定める積立金の交付準備金への繰り入れは、第８条第２項第１号及

び第２号の資金造成単価及び負担金の負担率の変更等によって共同出荷組織等の負

担金が著しく増大した場合とし、協会は、理事会で定める額を愛知県知事の承認を

得て取りくずすことができる。 

 

               第４章  雑    則 

 

（報告の徴収） 

第24条 協会は、必要があると認めるときは、共同出荷組織等から対象野菜の生産状況、

その他必要な事項について報告を徴することができる。 

  ２ 協会は、必要があると認めるときは、共同出荷組織等の業務の状況及び価格差補
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給金等の交付のための措置について報告を徴し、若しくは調査し、又は書類若しく

は帳簿の閲覧等を求めることができる。 

（業務委託） 

第25条 協会は、必要に応じて理事会の議決を経て適当と認められる団体に、この業務方

法書による協会の業務の全部又は一部を委託することができる。 

（細 則） 

第26条 協会は、この業務方法書に定めるもののほか、その業務に関し必要な事項につい

て、細則に定めることができる。 

  ２ 前項の細則は、愛知県知事の承認を得て会長が定めるものとする。 

   これを変更しようとするときも、同様とする。 

（準 用） 

第27条 協会は、この業務方法書に定めるもののほか、関係規程に準じることができる。 

   叉、定めのないものについては、会長が定めることができる 
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附則１（平成１５年４月１６日付け承認に係るもの） 

 １ この業務方法書は、愛知県知事の承認のあった日から施行し、平成１５年４月１日

  から適用する。 

附則２（平成１６年４月２７日付け承認に係るもの） 

 １ この業務方法書は、愛知県知事の承認のあった日から施行し、平成１６年４月１日

  から適用する。 

附則３（平成１９年４月２６日付け承認に係るもの） 

 １ この業務方法書は、愛知県知事の承認のあった日から施行し、平成１９年４月１日

  から適用する。 

附則４（平成１９年７月２７日付け承認に係るもの） 

 １ この業務方法書は、愛知県知事の承認のあった日から施行し、平成１９年８月３１

  日以降に業務方法書第７条の規定に基づき価格差補給交付金等の交付に関する申込み

  の期限となる業務区分及び同条による申込みの期限が同日前である業務区分のうち平

  成２０年４月１日以降に出荷を行う業務区分について適用する。 

 ２ 申込みの期限が平成１９年８月３１日前である業務区分のうち平成２０年３月３１

  日までに出荷開始する業務区分については、なお従前の例による。 

附則５（平成２１年５月１２日付け承認に係るもの） 

 １ この業務方法書は、愛知県知事の承認のあった日から施行し、平成２１年４月１日

  から適用する。 

附則６（平成２３年９月２６日付け承認に係るもの） 

 １ この業務方法書は、愛知県知事の承認のあった日から施行し、平成２３年４月１日

  以降に出荷開始の業務区分から適用する。 

附則７（平成２５年７月２日付け承認に係るもの） 

 １ この業務方法書は、愛知県知事の承認のあった日から施行し、平成２５年４月１日

  から適用する。 

附則８（平成３０年８月１６日付け承認に係るもの） 

 １ この業務方法書は、愛知県知事の承認のあった日から施行する。 

附則９ （令和５年３月２８日付け承認に係るもの） 

 １ この業務方法は、愛知県知事の承認のあった日から施行する。 


